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高齢化の進展による自然増や介護報酬改定の影響等を踏まえて見込んだ総給付費に、過去の

実績から見込んだ特定入所者介護サービス費等、高額介護サービス費等、高額医療合算介護サ

ービス費等、審査支払手数料を合わせて、標準給付費を見込みました。 

〔図表 7-1-1：標準給付費の見込み〕 

単位：千円 

 計画値 参考値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 令和 12 年度 令和 22 年度 

総給付費 6,013,455 6,136,593 6,274,187 18,424,235 6,685,549 7,440,248 

特定入所者介護 
サービス費等給付額 

112,747 114,804 116,980 344,532 125,921 135,750 

高額介護サービス費

等給付額 
117,786 119,929 122,202 359,916 131,628 141,902 

高額医療合算介護 

サービス費等給付額 
20,186 20,528 20,917 61,631 22,862 24,647 

算定対象審査 

支払手数料 
6,905 7,022 7,155 21,082 7,821 8,431 

 審査支払手数料 

支払件数（件） 
98,642 100,315 102,216 301,173 111,723 120,444 

標準給付費見込額 6,271,078 6,398,876 6,541,441 19,211,395 6,973,781 7,750,979 

※千円未満の端数処理のため，計が一致しない場合がある（以下同じ） 

 

介護保険の財源は、半分が国・県・市によって公費負担され、残りの半分は被保険者が納め

る保険料で構成されています。保険料のうち、65 歳以上の第 1 号被保険者と 40 歳以上 65 歳

未満の第 2 号被保険者が納める負担割合は、全国ベースの人口比率によって定められ、第 1 号

被保険者の負担割合は 23％となっています。 

〔図表 7-2-1：介護保険の財源内訳（令和６～８年度〕 
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地域支援事業費について、今後の事業展開に係る事業費を推計しました。 

 

〔図表 7-2-2：地域支援事業費の見込み〕 

単位：千円 

 計画値 参考値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 令和 12 年度 令和 22 年度 

介護予防・日常生活

支援総合事業 
150,802  153,202  155,888  459,892 172,173  170,894  

 
介護予防・生活 

支援サービス事業 
135,442 137,696 140,136 413,274 154,572 154,538 

 一般介護予防事業 15,360 15,506 15,752 46,618 17,600 16,355 

包括的支援事業・ 

任意事業 
146,814  148,202  150,551  445,567  146,216  148,826  

 
地域包括支援 

センター運営費 
100,091 101,038  102,639  303,768 96,340  98,702  

 
在宅医療・介護 

連携推進事業 
182  183  186  551 589  589  

 
生活支援体制 

整備事業 
28,666 28,937  29,396  86,999 27,658  27,658  

 
認知症総合支援 

事業 
3,654  3,689  3,747 11,090 3,992  3,992  

 
地域ケア会議 

推進事業 
7,671  7,743  7,866  23,280 7,516 7,516 

 任意事業 6,550  6,612  6,717  19,879 10,121  10,369  

地域支援事業費 297,616  301,404  306,439  905,459 318,390  319,720 

 

  

※ 標準給付費及び地域支援事業費の計画値については，令和５年 12 月時点の試算であり，今

後，介護報酬改定分の調整や給付費の精査により，増減する場合があります。 
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第 1 号被保険者の保険料は、令和６年度から令和８年度までの第 1 号被保険者・要介護認定

者数の見込み、標準給付費及び地域支援事業費の推計、国が示す保険料算定に必要な係数等を

基に設定しました。 

 

〔図表 7-2-3：保険料収納必要額と保険料の基準額〕 

単位：千円 

 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

標準給付費見込額（A） 千円     

地域支援事業費（B） 千円     

 介護予防・日常生活支援

総合事業費（B①） 
千円     

 包括的支援事業（地域包

括支援センターの運営）

及び任意事業費（B②） 

千円     

 包括的支援事業（社会保

障充実分）（B③） 
千円     

第１号被保険者負担分相当額 

（C）（A＋B）×23％ 
千円     

調整交付金相当額（Ｄ） 

（A＋B①）×5％ 
千円     

調整交付金見込額（E） 千円     

財政安定化基金拠出金見込額 千円     

財政安定化基金償還金 千円     

準備基金取崩額（F） 千円     

市町村特別給付費（G） 千円     

保険料収納必要額（H） 

C＋D－E－F＋G 
千円     

収納率（Ｉ） ％   

所得段階別加入割合補正後被

保険者数（J） 
人     

保険料基準額（年間）（K） 

H÷Ｉ÷J 
円     

保険料基準額（月額） 

K÷12 
円     

 

第９期計画期間中の介護保険料基準額 

年額（円） 

月額（円） 

 

 

 

  

※ 表の中の数値は現時点で調整中であるため、空欄にしています。 
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保険料については、被保険者の負担能力に応じた、細やかな段階の設定を行いました。 

第９期（令和６～８年度）における所得段階別の保険料（年額）は下記のとおりです。 

 

〔図表 7-2-4：第１号被保険者の所得段階別保険料〕 

段  階 対   象   者 
保険料率 保 険 料 

（年 額） 

第１段階    

第２段階    

第３段階    

第４段階    

第５段階     

第６段階    

第７段階    

第８段階    

第９段階    

第 10 段階    

第 11 段階    

第 12 段階    

第 13 段階    

※第１段階から第３段階までの保険料率は低所得者負担軽減後の率 

  

 

現時点で調整中であるため、掲載していません。 


